
 

 

 

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

流動資産 3,074,890 流動負債 16,926,871

現金及び預金 492,242 9,937,221

未収運賃 528,879 5,446,220

未収金 91,285 リース債務 12,204

未収収益 108,971 預り連絡運賃 13,912

未収還付法人税等 16,798 未払金 248,577

有価証券 1,560,000 未払費用 426,551

商品 22 未払法人税等 54,838

貯蔵品 12,205 未払消費税等 262,369

前払金 155,196 預り金 24,651

前払費用 109,272 前受運賃 448,250

その他の流動資産 17 前受収益 6,325

賞与引当金 44,085

固定資産 218,074,607 その他の流動負債 1,663

鉄道事業固定資産 217,713,024

有形固定資産 112,649,668

土地 4,831,746

建物 5,050,308 固定負債 165,754,260

構築物 99,123,053 長期借入金 83,284,833

車両 2,365,161 長期未払金 78,934,397

機械装置 1,030,948 リース債務 60,484

工具器具備品 186,276 長期預り金 3,139,008

リース資産 62,173 退職給付引当金 41,977

無形固定資産 105,063,356 車両修繕引当金 274,840

電話加入権 4,045 その他の固定負債 18,718

相互直通施設利用権 52,989,227 182,681,132

施設利用権 23,972,046

借地権 27,797,597 株主資本 38,468,365

ソフトウエア 295,135 資本金 50,719,000

リース資産 5,303 利益剰余金 △ 12,250,634

　その他利益剰余金 △ 12,250,634

建設仮勘定 203,632 　　繰越利益剰余金 △ 12,250,634

投資その他の資産 157,950

出資金 10

長期前払費用 126,272

長期性預金 31,668

38,468,365

221,149,497 221,149,497

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
平成27年3月31日現在

科　　　目 科　　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

1年以内返済予定長期借入金

1年以内返済予定長期未払金

負　債　合　計

（純　資　産　の　部）

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計



 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

鉄道事業営業損益

営業収益

(1)旅客運輸収入 9,821,737

(2)鉄道線路使用料収入 58,443

(3)駅施設貸付収入 251,103

(4)運輸雑収 1,078,912 11,210,197

営業費

(1)運送費 3,709,313

(2)一般管理費 252,229

(3)諸税 426,587

(4)減価償却費 5,315,685 9,703,816

営業利益 1,506,381

営業外収益

受取利息 321

有価証券利息 1,070

雑収入 731 2,123

営業外費用

支払利息 1,712,508

借入手数料 113,812

雑支出 0 1,826,321

経常損失 317,816

特別利益

補助金収入 166,501

固定資産受贈益 4,693 171,195

特別損失

固定資産圧縮額 166,501

その他特別損失 22,899 189,400

税引前当期純損失 336,022

法人税、住民税及び事業税 4,070

当期純損失 340,092

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　　益　　計　　算　　書
自　　平成26年4月 1日
至　　平成27年3月31日

科　　　　目 金　　　　　　額



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法によっている。（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法 

ア 有形固定資産の減価償却は、定額法によっている。また、有形固定資産のう

ち取替資産については取替法を採用している。 

イ 無形固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

 

（４）リース資産の減価償却の方法 

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。 

 

（５）引当金の計上基準 

ア 賞与引当金は、従業員への賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の 

うち当事業年度に対応する額を計上している。 

イ 退職給付引当金は、従業員への退職金の支給に備えるため、退職金規程 

による自己都合退職金期末要支給額を計上している。 

ウ 車両修繕引当金は、「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成 13年 12

月 25日 国土交通省令第 151号）第 90 条の定めによる車両の重要部検査及び

全般検査の費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額の内、当事業年度末

までに発生していると見込まれる額を引当計上している。 

 

（６）支払利息の計上の方法 

鉄道建設工事に要した資金に対する支払利息で使用開始前に生じたものは建設仮

勘定に計上している。 

 

（７）補助金等の圧縮記帳 

当社は、横浜市等より工事費等の一部として補助金・負担金を受けているため、 

この補助金等に相当する金額を、鉄道事業固定資産の取得価額及び建設仮勘定か

ら直接減額している。 



なお、損益計算書においては、補助金等受入額を特別利益に計上するととも 

に、鉄道事業固定資産の取得価額及び建設仮勘定から直接減額した額を固定 

資産圧縮額として特別損失に計上している。 

 

（８）その他計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２. 貸借対照表関係 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額は、 29,248,502 千円である。 

 

 （２）固定資産から直接減額した圧縮額 

ア 当期圧縮額 

補助金収入に係る固定資産圧縮額      166,501千円 

 

イ 圧縮累計額 

             104,386,123 千円 

 

 

 （３）担保資産及び担保付債務 

          ア 担保資産  鉄道財団 

      土地                           671,569千円 

      建物                                     3,985,600千円 

      構築物                                  96,303,274千円 

      車両                                     2,365,161千円 

      機械装置                                  997,055千円 

      無形固定資産                            27,185,111千円 

      その他                                    199,883千円 

                  計                131,707,656千円 

 

      イ 担保付債務 

       一年以内返済の長期借入金            3,633,980千円 

       長期借入金                            20,796,910千円 

       一年以内返済の長期未払金             5,446,220千円 

       長期未払金                   78,934,397千円 

          計                     108,811,508千円 

 

３. 損益計算書関係 

該当事項なし。 



 

４. 株主資本等変動計算書関係 

（1）発行済株式の数 

  1,014,380株 

  （内訳） 

  普通株式   556,440株   後配株式    457,940株 

（2）自己株式の数 

  該当事項なし。 

 

（3）剰余金の配当 

  配当を行っていない。 

 

（4）新株予約権 

  該当事項なし。 

 

５. 税効果会計 

  繰延税金資産                                          

  賞与引当金                14,548千円 

  退職給付引当金                          13,533千円 

  車両修繕引当金                          88,608千円 

  未払事業税                              18,736千円 

  賞与に係る社会保険料           2,230千円 

  繰越欠損金                        2,142,611千円 

  繰延税金資産小計                        2,280,269千円 

  評価性引当額                        △  2,280,269千円 

  繰延税金資産合計                               －     

 

６. 金融商品関係 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金調達については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構との

割賦債務契約および金融機関と横浜市からの借入によっている。 

借入金の使途は鉄道施設等の設備資金（借換を含む）であり、有利子借入および無

利子借入がある。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 27年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については

次の通りである。 

(単位：千円） 



 貸借対照表計上額 時価 差額 

ア 有価証券 

イ 長期未払金 

ウ 長期借入金 

1,560,000 

84,380,618 

93,222,054 

1,560,000 

84,380,618 

80,166,323 

－ 

－ 

13,055,730 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

ア 有価証券 

  有価証券は国内譲渡性預金であり、短期に決済されるため、時価は帳簿価額と 

近似することから、当該帳簿価額によっている。 

 

イ 長期未払金 

      独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対する割賦債務であるが、変 

動金利を採用しているため、時価は帳簿価額と近似していると考えられ、当該 

帳簿価額によっている。なお、長期未払金のうち「１年以内返済予定長期未払 

金」は、「長期未払金」に含めて時価を表示している。 

   ウ 長期借入金 

元利金の合計額を新規借入した場合に想定される利率で割引いて算定する方法に

よっている。変動金利による長期借入金は、時価が帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該帳簿価額によっている。なお、1年以内返済予定の長期借入金は、

長期借入金に含めて時価を表示している。 

 

７. 関連当事者との取引 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 住所 資本金又は出資金 事業内容 議決権等の所有（被所有）割合 

主要株主 横浜市 横浜市中区 － 地方行政 被所有 63.48％ 

 

関係内容 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の兼任等 事業上の関係 

兼任 2人 

※1 

当社事業もそ

の一部となる

みなとみらい

21 事業の推進

者 

営業取引 運輸雑収 

 

営業費 

37,533 

 

40,774 

 

未収収益 

 

未払費用 

664 

 

1,368 

 

営業取引 

以外の 

取引 

無利子借入金 

補助金 

 

利子補給※2 

損失被補償※3 

1,620,000 

112,751 

 

311,816 

64,089,494 

長期借入金 

未収金 

未払金 

未収金 

  － 

29,096,560 

9,416 

15,514 

   6,873 

－ 

 

※1 横浜市の都市整備局長 平原敏英氏、交通局長 二見良之氏が非常勤取締役に就任している。 



※2 利子補給額 311,816千円は、当該支払利息と相殺しているため、損益計算書には計上されていない。 

※3 当社の借入金の一部は、横浜市の損失補償の対象となっている。なお、当社はこれに伴う手数料の支払い

は行っていない。 

 

8. 1株当たり情報に関する注記 

  (1) 1 株当たり純資産額               37,923円 

 

 (2) 1 株当たり当期純損失                    335.27円 

 

※ 1株当たり当期純損失の算定上の基礎は次の通りである。 

損益計算書上の当期純損失             340,092千円 

 

普通株式（普通株式と同等の株式を含む）の期中平均株式数 

1,014,380株 

 

9. 重要な後発事象 

該当事項なし。 

 

 

 

 


